


は じ め に

本県の経済情勢は、全国の動向と同様に、２年半前のリーマンショックによる急激な落ち込みの

後、輸出の増加や政策効果などにより生産などが回復してきましたが、昨年の欧州の金融不安をは

じめ、円高の進行、さらには北アフリカ・中東の政情不安定化などによる原油価格の高騰など、先

行き不透明感が増しており、依然として厳しい状況にあるといえます。また、未曾有の被害をもた

らした東北地方太平洋沖地震の国内経済への影響も心配されるところです。

このような状況の中、県では、景気の回復と雇用の確保を図るため経済対策を切れ目なく実施し、

リーマンショック後の３年間に実施した経済対策の総額は、約1,350億円にのぼりました。

平成23年度は、引き続き雇用創出を目指す雇用対策や中小企業の資金繰り対策などの当面の経

済・雇用対策を講じるとともに、平成19年度に「しまね産業活性化戦略」で決定した「ものづくり

産業の振興」、「ＩＴ産業の振興」、「地域資源を活かした産業の振興」の重点３分野を中心に、中

長期を見据えた産業振興にも積極的に取り組んでいくこととしております。

ものづくり産業の振興では、県が進めている新産業創出プロジェクトの事業化や新分野への進出、

産学官の共同研究をさらに進め、企業の新たな取り組みを積極的に支援していきます。

また、ＩＴ産業の振興では、島根発のプログラミング言語「Ｒｕｂｙ」の利用拡大を図るととも

に、県内企業のＩＴ技術の向上や販路開拓など収益性の高いビジネスが確立できるよう支援を行っ

てまいります。

さらに、地域資源を活かした産業の振興では、平成24年に出雲神話が多く記述されている古事記

が編纂されてから1,300年を迎え、翌25年には出雲大社の正遷座があることから、これを機に、古

事記にゆかりのある他県とも連携し、市町村や民間団体、広く県民と一体になったプロモーション

を本格的に展開してまいります。

本年度も「活力ある島根」の実現を目指して、各地域が持つ特色や強みを活かしつつ、企業、住

民、行政が一体となり地域の総合力を発揮し、戦略的に取り組むことにより、県経済の活性化を図っ

てまいります。
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